
団体名： 長久手市商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 164.4 ％） （達成度 95.0 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 103.2 ％） （達成度 99.3 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 93.2 ％） （達成度 108.0 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 125.0 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 150.0 ％） （達成度 55.0 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 115.0 ％） （達成度 105.0 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

目標
数値

4
実績
数値

5
目標
数値

1
実績
数値

1

講習会終了者数
指標

セミナー開催数 創業に関する知識の習得
や相談会では個別の課題
に対し、具体的な解決策
の支援を行うことがで
き、１事業所が創業し
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

商工会職員による事業所
への訪問と相談窓口の設
置により、専門的な指導
の実施や情報提供、機能
の充実強化が図られ小規
模事業者、会員事業所の
問題点・改善点を提案で
きた。

実績
数値

191105
目標
数値

672
実績
数値

目標
数値

20

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も現行どおり
実施。月間目標を
見直し実企業指導
件数のＵＰに努め
る。

129
目標
数値

300
実績
数値

298

事業者の記帳事務の省力
化を図り、期限内申告の
適正化につながった。ま
た、細部にわたる指導を
行うことで複式簿記での
青色申告特別制度の特典
を受けていただき、試算
表による指導分析を職員
が行うことで経営力の強
化支援になった。

総
合
評
価

Ａ

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

平成２９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

○

・期首作成から記帳、各種帳
簿作成、残高試算表作成を行
い、複式簿記での決算及び申
告書作成の指導を行った。源
泉徴収簿、年末調整及び法定
調書等作成指導を行った。
・記帳指導事業所数 129件
・指導延日数　　　 611日
・指導延回数　　 1,593回
・確定申告書受付数 298件

今後の展開・改善点等

巡回・窓口相談
　　　指導事業

小規模事業者

指標

記帳指導事業所数

指標

確定申告書受付数

地域の企業、特に 経営基盤
が弱いとされる小規模零細企
業を中心に、経営指導員を始
めとした商工会職員が事業所
訪問を行う。金融・税務等経
営全般について様々な相談を
聴き、対応･指導をすること
により経営の改善を図り、健
全な企業を育成する。さら
に、創業予定者等経営全般に
係る悩みを持った方達に対し
相談窓口を設置し、経営に資
する指導を行う。

・巡回指導
　実企業指導件数　　　53件
　年間相談指導件数 　107件
　非会員実企業指導件数 5件
　年間相談指導件数 　　9件
・窓口指導
　実企業指導件数　　 270件
　年間相談指導件数　 956件
　非会員実企業指導件数26件
　年間相談指導件数　  44件
・創業相談指導
　巡回 実企業指導件数  1件
　年間相談指導件数　　 4件
　窓口 実企業指導件数 11件
　年間相談指導件数　  38件
　非会員実企業指導件数 9件
　年間相談指導件数 　 27件
・課題解決提案件数　　19件
・経営革新承認件数　 　1件
・経営力向上承認件数 　1件

現行どおり実施。
１件でも多くの事
業所数を増やすよ
う努める。

記帳継続指導事業

商工会の職員が、小規模零細
企業等を対象に正しい記帳方
法の仕方、決算・確定申告の
指導を行い適正な税務申告と
経理の自主化や計数管理によ
る経営力の向上に結びつけ
る。

実
施
側
の

事
業
評
価

目標
数値

125
実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

総
合
評
価

Ａ

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。
更なる出席率の向
上に努める。

○

目標
数値

296
実績
数値

276
目標
数値

50

指標

講習会開催数
経営に必要な知識の習得
や経営改善・技術革新に
役立つ情報の収集をする
ことができ地域小規模事
業者の経営安定・発展を
見込むことができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
54

指標

講習会終了者数

目標
数値

15
実績
数値

15
目標
数値

指標

各部員としての資質向上
を図り、各部活動の活性
化につなげることができ
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

魅力ある個店の育成とサービ
スの維持向上を図り、事業を
継続できる持続的発展力を持
つ事業者を育成することを目
的とする。

地域内小規模事業者80事業所に
対し、経営上の課題・支援内容
の要望等を調査(回答数44）、
産業別判断指数などの分析を行
い景況調査報告書を商工会ホー
ムページに掲載した。
まとめた分析結果を活用して3
件の小規模事業者が事業計画を
作成した。

小規模事業者

指標

特定創業
　支援セミナー

地域の創業予定者及び創業し
て間もない事業者に対して、
経営、財務、人材育成、販路
開拓について実践的かつ効果
的なセミナーを開催して創業
に関する知識の向上を図る。

創業に関する知識の向上を図
るため、実践的かつ効果的な
セミナーと専門家による個別
相談会を開催した。
・セミナー　　年5回 5人
・個別相談会　年5回 1人

創業希望者
(4年以内に
創業した

事業者を含む)

指標

○

目標
数値

20,000
実績
数値

23,000
目標
数値

20

指標

出店件数
好天に恵まれ来場者数も
伸び、催事を通して地域
住民に地域内事業者（商
工会員）の事業内容等を
ＰＲすることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

21

来場者数

指標

指標
講習会等への参加人数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。
市内事業者の情報
発信に資する。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。
更なる出席率の向
上に努める。

地域産業祭事業
（ながくて
　市民まつり）

地域内事業者数ならびに人口
が増加している中、まつりの
集客力を活かし本市内の商工
業を地域住民に紹介・ＰＲす
ることを目的とする。

実行委員会方式によるながく
て市民まつりに商工会として
事業参加。
１１月１２日（日）に長久手
市役所駐車場と農協駐車場を
会場として開催されるまつり
に事業所の出店ブースや企業
紹介コーナーを21店舗設置、
来場者へのＰＲ及び情報提供
を行った。

地域内事業者
（商工会員）
ならびに住民

若手後継者等
　　育成事業

商工業の後継者である青年、
若手経営者及び商工業に携わ
る女性に対し、経営に必要な
知識の習得や資質の向上を図
るための講習会・研修会を開
催し受講してもらうことで、
小規模企業の振興・発展に資
する。

青年部：東尾張支部内の７商
工会共同開催による活動推進
研修会を開催。（1人参加）
女性部：東尾張支部内の商工
会共同開催による活動推進研
修会を開催。（14人参加）

若手後継者等

講習会事業

多様化する経営環境に対応す
るため小規模事業者に必要と
なる金融・税務・労働等の知
識習得や時事的な問題につい
ての啓蒙を図り、事業者の資
質の向上と円滑な事業運営に
資することを目的とする。

多様化する経営環境に対応す
るため、小規模事業者にとっ
て有意義な講習会を開催し
た。
・集団講習会　年 7回 60人
・個別講習会　年47回216人
　　合計　　　年54回276人

小規模事業者

目標
数値

2
実績
数値

3
目標
数値

80
実績
数値

44

事業計画作成事業者数
指標

アンケート回収数
小規模事業者の経営課題
の掘り起しを行い、経営
課題に対応したフォロー
アップをすることで、魅
力ある個店と持続的発展
力を持つ事業者の育成を
行うことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

アンケート調査
は、サンプル数を
増やし回収率を上
げる。分析結果
は、今後も巡回・
窓口相談時に提
供、事業計画策定
の資料として活用
する。

伴走型
小規模事業者
支援推進事業

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 長久手市商工会

得られた効果 備考
事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

平成２９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 160.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 71.8 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 55.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 94.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 97.3 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 98.2 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 107.6 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 85.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

部会・委員会

商業、工業の各部会、ＮＭＣ
委員会（青年部ＯＢ）の活動
により、市内事業者の発展に
寄与する。

・ＮＭＣ委員会　11回
・部会　　　　　 6回

商業・
工業部員、
ＮＭＣ委員

指標
部会等開催数

指標
イベント事業に協賛し消
費者への還元や地域振
興・街づくりに寄与する
ことができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施し
ていくが、部会開
催数を増やす。

目標
数値

20
実績
数値

17
目標
数値

実績
数値

労働保険事業

事業主等の委託を受けて、事
業主に代わって労働保険料の
申告納付その他、労働保険に
関する各種届出等の事務手続
きを行うことにより、中小企
業事業主の事務処理の負担を
軽減し、労働保険の適用促進
及び労働保険料の適正な徴収
を図ることを目的とする。

労働保険事務組合としての委
託業務
年度更新：概算保険料及び確
定保険料の申告・納付
３期ごとの保険料徴収及びそ
の納付
委託、委託解除及び各種変更
手続き

労働保険
事務委託者

指標

委託事業者数

指標

事業主の委託を受けて労
働保険の事務を処理する
事で、事業主の事務軽減
につながった。 総

合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。
事業主の行うべき
事務処理の負担軽
減を図るための事
業として、今後も
利用者の拡大にあ
たる。

目標
数値

185
実績
数値

199
目標
数値

実績
数値

福利厚生事業
（中小企業等
　　共済事業）

中小企業、小規模企業の経
営・雇用の持続的な安定を図
るために、各種共済制度を普
及推進。企業の健全な育成に
資することを目的とする。

定期的に各種共済（小規模企
業共済・倒産防止共済・特定
退職金共済・中小企業退職金
共済・中小企業共済等）の推
進を行う。小規模事業者の
ニーズにあった商品を巡回窓
口指導時等に制度説明するこ
とで加入促進を図った。

小規模事業者

指標

加入者数

指標

企業者の事業にあった共
済制度を勧め、共済加入
で事業主の生活安定と雇
用対策・労務改善等を図
ることができた。また共
済の収益事業により商工
会の自己財源確保に効果
があった。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。
各種共済の加入促
進を勧め事業者の
経営の安定化を図
り、また自己財源
確保に努める。

目標
数値

600
実績
数値

589
目標
数値

実績
数値

青年部・
女性部事業

青年部及び女性部員間での交
流や、社会福祉等を通じて地
域との関わりを持つことによ
り、地域社会の発展に寄与す
ることを目的とし、さらに部
員の健康の増進を図る。

部員の加入促進、商工会事業
参加、地域活動等（長久手古
戦場桜まつり、ながくて市民
まつり、愛知駅伝）を行っ
た。
部員の資質向上のための講習
会を開催（2回）。

青年部・
女性部員

指標
部員数

指標

地域に根ざした活動を展
開し、地域振興と“ま
ち”の活性化に寄与し
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施
し、更なる新規部
員獲得に努める。

目標
数値

75
実績
数値

73
目標
数値

実績
数値

観光振興事業
（イベント
　　支援事業）

愛知万博開催時に協力した事
業者を中心に、モリコロパー
ク等で開催されるイベントに
参加。来場された方々をもて
なしながら同時に長久手市を
ＰＲし、地域商業者の活性化
を図ることを目的とする。

モリコロパーク関連イベント
等に積極的に参加し、長久手
市をＰＲした。
イベント 6回
出店延件数47件

地域内事業者
（商工会員）
ならびに住民

指標
出店延件数

指標

長久手市のＰＲを図ると
ともに、地域内事業者の
出店により地域事業のＰ
Ｒ及び情報発信ができ
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。 ○

目標
数値

50
実績
数値

47
目標
数値

実績
数値

地域振興事業
（子ども
　商店街事業）

市内の子どもたちに自分が将
来やってみたい商売を実際に
体験してもらい、商売とは何
か、その厳しさや楽しさを
知ってもらう。

子ども達が将来やってみたい
仕事への道筋を見せることに
より、仕事に対する意欲を引
き出し、また、商売で得た利
益を市内に還元することで地
域に貢献する喜びを実感して
もらった。
ワークショップ 5回
8/27アピタ長久手店１階南側
テラスにて開催（6店舗）
後日事業報告会

市内商工業者
ならびに

市内小中学生

指標

参加者数

指標

出店準備から接客マナーや
あいさつ等の練習を重ね、
商売の仕組みについて学
び、働くことの大変さや難
しさを子どもたちに体験し
てもらい、また当日は多く
のお客様に来店いただき商
品が売れた時の喜びを実感
してもらうことができた。
利益の一部を図書として市
内の学校へ寄贈することに
より社会貢献ができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。

目標
数値

60
実績
数値

33
目標
数値

実績
数値

観光振興事業
（長久手古戦場
 　　桜まつり）

地域振興の一助として、本市
の恵まれた歴史的財産を活か
した観光事業を行う。本市を
古戦場を通して広くＰＲする
とともに、住民間に交流の場
を提供し地域活性化と文化振
興に寄与する。

４月２日（日）長久手古戦場
で行われる、実行委員会方式
による長久手古戦場桜まつり
に、餅つき大会、模擬店等に
より事業参加し、国指定史跡
の古戦場を広くＰＲした。

地域内事業者
ならびに住民

指標
来場者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。
更に「ながくて商
店街」のＰＲ強化
を図る。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行どおり実施。
更なる活性化に努
める。

○

目標
数値

5,000
実績
数値

8,000
目標
数値

指標

歴史的財産と市の特性を
活用し、地域振興の一助
として地域資源・観光資
源の周知をするとともに
来場者へふれあいの場を
提供することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

商店街振興事業
（ながくて
　商店街事業）

平成19年度から3年間、がん
ばる商店街事業として実施し
てきた「ながくて商店街事
業」について、継続して維持
管理運営を行い地域商工業を
ＰＲする。

インターネットモールとして
「ながくて商店街」を運営し、
登録会員事業所のこだわり・自
慢・オススメを紹介した。さら
に、ＱＲコードを利用した「Ｎ
ＡＧＡＫＵＴＥガイド」と「な
がくて商店街」を連動させた簡
易更新システムにより、最新情
報をいち早く提供、参加登録店
のＰＲと地域商工業者の活性化
を図った。

地域内事業者
（商工会員）

指標

登録店数

目標
数値

350
実績
数値

350
目標
数値

25,000

指標

ページビュー
参加登録店の窓口・案内
役として、市内外の方々
へ多くの情報発信ができ
た。 総

合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
17,949

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


